
「 ▷離職されたみなさまへ◁ 」をご覧の皆さまへ 

記載内容の変更について 
 
 令和７年 4 月 1 日から雇用保険制度が変更されたことに伴い、「 ▷離職されたみなさまへ◁ 」の 4 ページ目
「⑧ 支給の開始と期間【待期】【給付制限】【受給期間】」は、下記にてご確認いただきますようお願いします。 
 
 

⑧ 支給の開始と期間【待期】【給付制限】【受給期間】 

離 職 理 由 
 

解雇、定年、契約期間満了で離職 自己都合、懲戒解雇で離職 

支給の開始 
 

離職票を提出し、求職申し込みをしてから 

7 日間の失業している日（待期）が経過した後 

離職票を提出し、求職申し込みをしてから 

7 日間の失業している日（待期）＋１～3 か月（給

付制限）（※）が経過した後 

受 給 期 間 
 

離職の日の翌日から 1 年間 
1 年の間に所定給付日数を限度として支給します。受給期間を過ぎてしまうと、 

給付日数が残っていても支給されません。（早めに手続きをしてください） 

※基本手当を受けるには、原則として 4 週間に１回の認定日に、失業の認定を受ける必要があります。 
★ 高年齢被保険者であった方に支給される高年齢求職者給付金の受給期限（支給を受けることができる期限） 

は離職の日の翌日から 1 年を経過する日、短期雇用特例被保険者であった方に支給される特例一時金の受給 

期限は離職の日の翌日から 6 か月を経過する日となります。 

※ 正当な理由のない自己都合によって離職された方の給付制限期間は、離職日が令和 7 年 4 月 1 日以降であ 

る場合は原則１か月、同年３月３１日以前である場合は原則 2 か月となります。ただし、離職日からさかの 

ぼって５年間のうちに 2 回以上正当な理由なく自己都合離職し受給資格決定を受けた場合または懲戒解雇さ 

れた場合の給付制限期間は３か月となります。 

 

＜令和 7 年 4 月以降に教育訓練等を受ける場合、給付制限が解除されます＞ 

 正当な理由のない自己都合により離職された方のうち、次のいずれかに当てはまる教育訓練等（令和 7 年 4 

月 1 日以降に受講を開始したものに限ります）を離職の日前 1 年以内に受けた方（途中退校は該当しません） 

または離職の日以後に受けている方は、当該訓練を受ける期間と受け終わった後の期間について給付制限が解 

除されます。 

① 教育訓練給付金の対象となる教育訓練   ② 公共職業訓練等 

③ 短期訓練受講費の対象となる教育訓練    ④ ①～③に準ずるものとして職業安定局長が定める訓練 

教育訓練等を受けた方 または 受ける方 は、ハローワークにご相談ください。 


